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髙松：皆様、こんにちは。社長の髙松でございます。平素は大変お世話になり、ありがとうござい

ます。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大は今もなお続き、世界各国に甚大な影響を及ぼしています。

お亡くなりになった方々のご冥福をお祈りするとともに、罹患されている方々の一日も早いご回復

と、感染の収束を心より願っています。また、感染拡大防止に向け努力いただいている全ての皆様

に心から敬意を表します。 

さて、本日ですが、決算内容をお伝えする前に、まずは 2019 年に掲げたグループミッション

2030 の実現に向けた取り組みと、その進捗状況についてご説明いたします。その後、2021 年度第

2 四半期の決算概要、セグメント別の概況についてご報告いたします。最後に、サステナブルな企

業価値創造への取り組みについて話を進め、本日の説明とさせていただき、その後、質疑応答に入

らせていただきます。 
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それでは早速、4 ページをご覧ください。 

当社は、グループ理念として、「人と社会と、共に喜び、共に栄える。その実現のために、DyDo

グループは、ダイナミックにチャレンジを続ける。」を掲げています。これまで多くのステークホ

ルダーと協働しながら事業を成長させていく中で培った、共存共栄の精神と、この先も成長を続け

るためにチャレンジし続けることをうたったものです。 

また、グループスローガンとして、「こころとからだに、おいしいものを。」を掲げています。理

念に基づいた事業推進により、全ての人に心身ともに健やかな暮らしをお届けするのが私たちの使

命です。 
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そのグループ理念の実現に向けて、少し先の未来のありたい姿として掲げたのが、現在の中期経営

計画のスタートと同時の 2019 年 1 月に策定したグループミッション 2030、「世界中の人々の楽

しく健やかな暮らしをクリエイトする DyDo グループへ」です。 
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グループミッション 2030 では、国内飲料事業のイノベーション、海外での事業展開の拡大、非飲

料事業での第 2 の柱の構築の三つのテーマを掲げています。 

既存事業の再成長を図るとともに、ヘルスケア関連の事業分野で新たな事業を獲得、育成すること

により、将来にわたって、人と社会に貢献する持続可能なビジネスモデルの構築を目指してまいり

ます。 
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これを実現するために、2030 年度までの 12 年間を三つのステージに分けたロードマップを描いて

います。 

現在は、そのファーストステップとして、基盤強化・投資ステージとして位置付けた、中期経営計

画 2021 を推進中です。 
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こちらのスライドでは、グループミッション 2030 の実現に向けたこれまでの取り組みをお示しし

ています。 

国内飲料事業においては、中途採用、オペレーション担当者からの登用を中心に営業人員数を増や

すとともに、社内の情報共有、研修の強化により、質の強化も図りました。 

この質・量、両面の強化により、売上の基盤となる自販機の設置台数は昨年の 4 月を底に増加に転

じ、以降、毎月着実に積み上げが図れています。2020 年度までにテスト営業所で試行を重ねた自

販機のオペレーションの効率化に向けた仕組み、スマート・オペレーション体制も構築に目途がつ

きました。 

現在、直販であるダイドービバレッジサービスの営業所に順次導入を進め、来年 2022 年 4 月に展

開を完了する予定です。 

海外事業については、現在の中期経営計画の期間中は選択と集中をテーマに掲げ、セグメント全体

での黒字化を目指し、昨年、マレーシア事業から撤退しました。今後の海外展開については、来期

から始まる次の中期経営計画に向けて、現在、社内で検討を進めています。 

非飲料事業では、サプリメントの通販事業が 2018 年度に単年度黒字化を達成した後、高収益・高

成長事業へと成長しています。 

なお、同事業は現在、ダイドードリンコ内の事業部が担っておりますので、報告セグメントは国内

飲料事業に含まれています。 
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また、新たな取り組みとして、2019 年から事業活動を開始した希少疾病用の医療用医薬品事業で

は、本年 1 月の初めての契約に続き、6 月にも新たなライセンス契約を締結するなど、着実に事業

を進めています。 
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9 ページで、あらためて 2021 年度の重点施策でもあります、自販機網の強化拡充と、スマート・

オペレーションの展開による効果についてご説明いたします。 

重点施策の一つ目である自販機網の強化拡充は、まずもって設置台数の増加により、売上の増加に

つながります。また、収益性の高い設置先を開拓すること、一定の販売が見込める既存先の引き上

げを抑制することで、1 台当たりの売上高を向上させ、資産回転率の向上を図ります。 

二つ目が、スマート・オペレーションの展開による効果です。一時的な効果として、オペレーショ

ンの生産性向上があります。目標としては、移行前と比べ、生産性が平均で 30%改善すること。

例えば、1 人当たり 100 台の自販機を担当していたとすると、その台数を 130 台にするというこ

とです。 

つまり、自販機 1 台当たりの管理コストが低下することになります。加えて、オペレーション人員

の余裕が生まれるので、ロケーション開発の職務への人材の再配置など、新たな売上をつくること

にもつながります。 

また、1 台ごとにリアルタイムに販売実績を把握することにより、ロケーションごとの品ぞろえを

より最適化することが可能になりますので、1 台当たり売上高は、さらに高まっていくことになり

ます。 
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そして、自販機オペレーション業務において、1 人当たりの負荷を軽減できることは、働きやすさ

にもつながります。少子高齢化により労働力が不足する中でも、業界内での採用競争力を高められ

ると考えています。 

このようなサステナブルなオペレーション体制を構築することで、自販機ビジネスのキャッシュ・

フロー創出力の強化を図っていきます。 
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さて、この二つの重点施策の進捗状況を、10 ページのスライドにお示ししています。 

台数の増加は、先ほども申し上げたところですが、それを牽引していることの一つに、昨年 9 月に

立ち上げたインサイドセールスチームの存在があります。コロナ禍で対面での面会機会、関係性の

構築が困難になる中、設置先候補とのファーストコンタクトを電話や Web 面談を通じて行う、本

社内の専門のチームです。 

具体的な商談につながると、リアルで面談を行う地域の営業担当者に連携します。数名のチームで

ありますが、営業の実力を十分に持った人材を配置しており、昨年 9 月の発足から、わずか 1 年で

急速にノウハウを積み上げ、着実に成果を出してくれています。 

また、スマート・オペレーションの進捗も計画どおりに進んでいます。下期については、世界的な

半導体不足の影響から、通信機器の調達に一部遅延のリスクが発生しておりますが、適宜対応しな

がら全社展開を進めてまいります。 

先日、私自身も複数の営業所の現場を視察に行きましたが、事前にテスト営業所で十分な検証を進

めた上で展開した成果か、個々の仕事が大きく変わるにもかかわらず、想定以上にスムーズに新体

制に移行しており、手応えを感じているところです。 

コロナ禍を受け、事業環境は厳しいものがありますが、その中でも成果を残せたこと、特にコア事

業である自販機ビジネスにおいて、基盤が着実に強化され、社内の空気も含め、良い流れができて

いると感じています。今後も変革の手を緩めず取り組んでまいります。 
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さて、ここからは、2021 年度第 2 四半期の決算概要について説明を進めてまいります。12 ページ

をご覧ください。 

2021 年度第 2 四半期は、自販機チャネルの増収が全体を牽引し、前期比 2.8%増の 799 億円となり

ました。 

スマート・オペレーション体制構築や、希少疾病の医療用医薬品事業などへの先行投資費用はあり

ましたが、おおむね前年同期並みの営業利益を確保することができました。 
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セグメント別の実績です。 

度重なる緊急事態宣言発出の影響を受ける中、コア事業である国内飲料事業は、新規設置の促進

と、引き上げ抑止の営業活動の成果により、自販機設置台数が増加し、増収増益を達成していま

す。 

一方、海外飲料事業は、主力のトルコ飲料事業が為替変動により日本円ベースでの売上が目減りし

たこと。昨年のマレーシア事業からの撤退により、その売上分が剥落していることから、減収とな

りました。 
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新型コロナウイルスの感染拡大は、想定より長期化、またその収束の時期も不透明で、業績に一定

程度の影響があると考えておりますが、変化に対応した事業活動を行えており、現時点で業績予想

修正の必要はないと判断しております。 

今後もリスクとチャンスに対応しながら、柔軟な事業運営を行ってまいります。 
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15 ページで、営業利益の増減要因をお示ししております。 

先ほどご説明したとおり、スマート・オペレーションの展開にかかる先行投資用や、売上に連動し

た販促費等のコスト増がありましたが、自販機チャネルとサプリメント通販の成長により、国内飲

料事業は 5 億 7,000 万円の増益となっています。 

トルコ飲料事業におけるコスト増加や、ダイドーファーマの新たなライセンス契約に伴う費用計上

がありましたが、国内飲料事業の貢献により、連結営業利益はおおむね前年同期並みの水準を確保

しております。 
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16 ページは、期初に開示しております、通期の営業利益の増減要因です。 

グループ全体では、おおむね計画どおりに進んでおりますが、注視すべきポイントについては、こ

の後、セグメント別のご報告時に触れてまいります。 
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第 2 四半期末時点でのバランスシートの状況です。 

当社の各事業は季節変動があることから、売上債権、たな卸資産、仕入債務がそれぞれ増加してお

ります。 

また、資本・業務提携先であり、台湾の美容ドリンク等の受託メーカーである TCI の株価の上昇に

より、有価証券評価差額金が増加しております。 
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続いて、フリー・キャッシュ・フローの状況です。 

営業キャッシュ・フローが減少しておりますが、これは法人税等の支払が増えたことによるもので

あり、自販機チャネルの貢献により、EBITDA は改善しております。 

今後も国内飲料事業のイノベーションを進め、キャッシュ・フローを継続的に拡大していきます。 
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ここからは、セグメント別にもう少し詳しく説明してまいります。20 ページをご覧ください。 

第 2 四半期までの飲料業界および当社の国内飲料の月次販売量の推移を、昨年比を実線で、一昨年

比を点線でお示ししております。 

各社ともに、4 月、5 月は昨年の緊急事態宣言の反動増があったものの、コロナ前の一昨年の水準

には戻っておりません。そのような環境の中でしたが、当社は自販機チャネルが牽引し、市場より

はアウトパフォームしております。 



 

19 
 

 

国内飲料事業の実績と、自販機チャネルに関する取り組みについては、ここまでに説明してまいり

ましたので、下期の商品戦略とサプリメント通販について簡単に紹介いたします。 
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主力のコーヒーカテゴリーについては、二つの大きな施策があります。 

先行するのが、本日発売となるダイドーブレンドプレミアム デミタスシリーズのリニューアル発

売です。看板商品であるダイドーブレンドと双璧をなす、多くの支持をいただいている商品です

が、SNS も活用したキャンペーン施策等によりトライアルを獲得し、プレミアム缶コーヒー市場

の活性化を図ってまいります。 

そして、10 月に控えるのが、人気テレビアニメ、呪術廻戦とコラボレーションした、ダイドーブ

レンド缶コーヒーシリーズの発売です。コンビニエンスストア等への配荷により、若年層へのリー

チを進め、一部の商品については自販機専売にすることで、自販機への誘導も図ります。 

近年、コーヒー市場が広がるとともに、飲み方の多様化も進んでいます。まずは、今まで缶コーヒ

ーになじみがない層にも、当社の缶コーヒーのおいしさに気付いていただきたく、きっかけをつく

り、リピートの獲得につなげてまいります。 
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次に、サプリメントの通信販売チャネルです。 

主力商品であるロコモプロを中心に、定期顧客が増加し、力強い成長を続けています。今後も、よ

り多くのお客様に末永くご愛顧いただけるよう、当社の DNA でもある、お客様に寄り添ったコミ

ュニケーションにより、お客様の獲得と定着に努め、引き続き高い成長を目指してまいります。 
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続いて、海外飲料事業です。 

主力であるトルコ飲料事業については、4 月から 5 月にかけ強力なロックダウンが敷かれ、経済活

動が停滞する中でも、主力のミネラルウォーターの販売が伸長し、現地通貨ベースでは増収となり

ました。 

一方、費用面については、リラ安により、ペットボトルの原材料が上昇、また、トルコ国内の物流

費がコロナ禍での労働リスクの高まり、夏場の酷暑による需要の増加から、物流会社に優位性が高

まり、物流費が高騰しました。 

物流費については、今後もさらなる上昇、また高止まりが想定されることから、これまで以上の対

策を進めるべく、組織横断的なプロジェクトを立ち上げています。 

2020 年に現地子会社を設立した英国へのトルコからの輸出事業については、世界的なコンテナ不

足を背景にした物流リスクをはらみつつも、月次の販売数量を更新しながら配荷を拡大していま

す。 
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トルコにおいては、現在も日時を絞った外出制限は継続しており、経済活動は停滞しております。

政府からは、飲料・食品を含む消費財に対し、値上げ抑制の要請があり、コスト上昇分の価格転嫁

がしづらい環境です。販売伸長が続くミネラルウォーターの拡販に注力するとともに、コストコン

トロールにより収益性の改善を図ってまいります。 

中国飲料事業については、日本商品の輸出による流通チェーンへの商品配荷を行ってきましたが、

収益性の改善に向けて、本年 2 月より現地での生産を開始しています。麦茶という、中国において

はニッチなカテゴリーにおいて、トップブランドの認知を獲得し、配荷は好調です。 

また、売場での面訴求を行いたいという現地の意見をもとに、現地専売品の紅茶を開発した狙いが

当たり、無糖茶ニーズの高まりも相まって、売上が伸長しています。中国事業の通期での黒字達成

を目指して、引き続き事業を推進していきます。 



 

24 
 

 

次に、医薬品関連事業です。 

コロナ禍により、既存商品の受注は厳しい状況が続いておりますが、パウチゼリーの好調により増

収を確保することができました。また、ドリンク剤においても、一部のブランドが好調に推移した

こと、厳しい受注環境を踏まえ、期初から統制可能な費用の節減を行ったことから、利益面も改善

することができました。 

昨年 2 月に稼働を開始したパウチラインの受注は堅調で、当第 2 四半期は、売上高の 10%を占め

るまでに成長しております。医薬部外品での商談も多数進めており、引き続き受注の拡大を目指し

てまいります。 
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最後に食品事業です。 

消費者行動の変容により、コンビニエンスストアや量販店においては、冷凍食品やデザートの売上

が拡大し、消費者ニーズは高価格帯と低価格帯への二極化が進んでおります。このような市場環境

の変化の中においても、トップメーカーである、たらみのマーケットシェアは引き続き上昇してい

ます。 

当第 2 四半期の実績は、コンビニエンスストア向けの販売減少や、昨年の巣ごもり需要の反動減が

あったものの、通販チャネルや海外向けの輸出が伸長し、おおむね前期並みの売上、利益を確保し

ております。 

今後とも、たらみブランドの価値向上を目指し、多様化する消費者ニーズに対応したデザート系や

健康志向の新たな商品の開発を強化してまいります。 
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なお、当社グループの各事業は、夏場に最盛期を迎える季節変動が大きい事業であることから、ご

参考に、28 ページには、四半期ごとの売上、利益を掲載しております。 
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それでは、ここからは、当社グループのサステナブルな企業価値創造へ向けた取り組みについてご

説明いたします。 

まず、当社の歴史をあらためてご紹介します。当社は創業以来、時代の変化に合わせて事業の形態

を柔軟に変化させていきました。その中で一貫して取り組んできたことは、理念である、共存共栄

の精神を持ってお客様に寄り添う姿勢を大切にしてきたこと。そして、自社の強みを発揮できる特

定の分野にフォーカスした事業の展開にチャレンジしてきたことです。 

2012 年に新規参入したサプリメント通販も、黒字化までには相応の時間を要しましたが、現在で

は、先ほどご説明しましたとおり、グループの収益に大きく貢献するビジネスへと成長を遂げまし

た。 
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そして、グループミッション 2030 で掲げた、非飲料事業での第 2 の柱の構築として、希少疾病の

医療用医薬品事業への参入をすべく、2019 年 1 月にダイドーファーマを設立しました。 

この事業に取り組む意義は、患者数が限られるため、有効な治療薬などの開発が進んでいない希少

疾病の医療用医薬品を開発、上市をすることで、社会課題の解決につながること。それから、今後

の成長余地のある事業領域への参入という点です。 

事業展開については、患者数が極めて限られているウルトラオーファンをターゲットに、まずは競

合の少ない領域で業界での実績を積み、ポジションを確立していきます。 
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ここでは、あらためてダイドーファーマの目指すビジネスモデルについてご説明します。 

一般的な創薬プロセスは、創薬研究から承認まで非常に長い時間を要しますが、ダイドーファーマ

は、主に臨床試験におけるフェーズⅢと呼ばれる段階から参入することで、開発期間の最小化を目

指しています。そのために、既に国内、海外での承認への開発プロセスが進んでいる医療用医薬品

の国内での導入開発を進めてまいります。 

2019 年 7 月から事業活動を始め、既に発表しておりますとおり、これまで 2 件のライセンス契約

を締結しております。 
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また、もう一つのビジネスの特徴が、固定費をかけないバーチャルファーマ的な事業運営です。 

医薬品の分野では、CRO や CMO など、外部の専門機関が充実しています。臨床開発業務や医薬

品製造など、自社での展開には多額の投資が必要な機能を、外部機関とのパートナーシップを活用

することで、アセットライトな経営を行います。この持たざる経営は、生産や物流をアウトソース

しながら発展してきた自販機チャネルから始まったビジネスモデルです。 

同時に、これは当社にとって比較的新しいビジネスであるサプリメント通販の事業にも通じますの

で、その共通点をご説明してまいります。 
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新たな事業を推進する上で最も重要なのは、外部のプロフェッショナルの人材の定着と活躍です。 

そのため、採用の際には、新たな事業分野に長けていることはもちろん、当社グループのグループ

理念、ビジョンへの共感をいただけるかということを重要なポイントにしています。 

当社では近年、国内外での M&A による事業拡大や中途採用を積極的に行ったことで、外部人材と

プロパー社員が前向きに融合できる企業文化があります。 

実際に、サプリメント通販もダイドーファーマも、そのほとんどが社外からの専門人材で構成され

ていますが、共有する理念のもと、高い専門性を発揮し、関連部門のプロパー従業員と連携しなが

ら、意欲的に業務を進めています。この人材の活躍こそが、新規事業の成功に欠かせない要素だと

考えています。 
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また、もう一つの共通点が、長期的な視点での事業育成です。 

サプリメント通販は、定期のお客様という顧客資産が積み上がるまでは先行投資が続きますが、損

益分岐点を超えれば高いリターンが得られます。 

希少疾病の医療用医薬品も、一つ一つ実績を積み上げて、複数の医薬品開発、上市によって事業化

に至ります。 

どちらも専門人材への投資が最も重要なファクターであり、投資期間が先行しますが、待たざる経

営により、長期的視点を持って事業を育成してまいります。 

また、これは自販機ビジネスという強いキャッシュ・カウを持っている当社グループだからこそ、

時間をかけて育成できると考えています。 
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当社グループのサステナブルな成長を実現し、企業価値を創造していくためには、国内飲料事業を

はじめとする既存事業の再成長とともに、ヘルスケア領域などの成長分野の育成にもバランスよく

取り組む、両利きの経営を推進していくことが大切だと考えています。 

現在、次年度からスタートする新たな中期経営計画の策定を進めておりますが、既存事業のイノベ

ーションによるかせぐ力の強化とともに、サステナブルな事業ポートフォリオを形成するための優

先課題、すなわちマテリアリティを特定し、成長分野の育成にも適切なバランスで経営資源を配分

していきたいと考えております。 
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企業価値向上に向けたコーポレートガバナンス強化の取り組みといたしましては、本年度より取締

役会の監督機能強化のため、医薬業界出身の独立社外取締役として、栗原氏を招聘しました。 

栗原氏には、取締役就任前にもアドバイザリーボードのメンバーとして助言、提言をいただいてき

ましたが、現在は取締役会において、専門領域のみにとどまらず、当社の経営全般に対して客観的

な立場でご意見をいただいているほか、当社の取締役執行役員を対象に、医薬に関する勉強会も定

期的に開催いただいています。 

また、次期中期経営計画に向けて、ガバナンス体制をさらに強化するため、独立社外取締役を委員

長とする指名報酬委員会を設置することといたしました。当社グループの経営力を高めるための取

り組みとして、次代を担う経営幹部のサクセッションプランにも客観的な視点を取り入れていきた

いと考えております。 
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これまでもお伝えしていますが、持続可能な社会の実現に向けて事業を通じて貢献することが私た

ちのミッションです。 

ステークホルダーの皆様とのパートナーシップを推進し、世界中の人々が楽しく健やかに暮らすこ

とのできる持続可能な社会づくりに貢献することで、企業価値を高め、企業のサステナビリティを

実現します。 

長期化するコロナ禍への対応や、顕在化してきた気候変動への対応など、社会の変化は加速してい

ます。毎回申し上げることでありますが、大きな社会の変化は大きなチャンスです。 

大きなチャンスを適切に捉えるためにも、当社自身の変革を緩めず、自販機ビジネスの再成長への

注力はもちろんのこと、新たな事業の育成とのバランスの取れたサステナブルな経営を進めてまい

ります。 

今後のダイドーグループに、どうぞご期待ください。 


